
公益財団法人北海道環境財団

　理 事 長　　大　原　　雅　　様　　　　　　　

〇 日月

（昭和36 年 1 月 1 日）

（ふりがな）かんきょう　いちろう

氏 名 等 環境　一郎

生 年 月 日 1961

事業番号

申請者名

令和 〇 年 〇

環境　一郎

申 請 者 郵 便 番 号 100 - 0013

住 所
東京都 千代田区みどり町２丁目

みどりマンション〇〇号室

年 1 月 1 日

都道府県 市区町村以降

建物名・号室

都道府県 市区町村以降

建物名・号室

��
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申請日を入力してください。

※公募期間内の日付でなければ、受理されないので

ご注意ください。

交付申請書（様式第１）（１／２） 集個

２ 集合住宅（個別）

1.申請書様式一式の記入例

二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金

（既存住宅の断熱リフォーム支援事業）

交付申請書（令和８年６月公募 居間だけ断熱）

・住所は都道府県から入力してください。

・氏名等について
個人の場合は住民票のとおりに左詰めで入力してく
ださい。（法人の場合は、法人名・役職名・代表者
氏名を左詰めで入力してください。） 姓と名の間に
全角スペースを入れてください。

・生年月日は西暦で入力してください（下段に和暦が
表示されます）。（法人の場合は入力不要です。）

二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（既存住宅の断熱リフォーム支援事業）交付規程（以下

「規程」という。）第５条の規定により上記補助金の交付について下記のとおり申請します。

なお、交付決定を受けて補助事業を実施する際には、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和

３０年政令第２５５号）及び規程の定めるところに従います。



↓連絡窓口担当者がいない場合は必ず入力してください。

連絡窓口　担当者情報

連絡窓口 ■ 有
申請者は、以下の者を連絡窓口として指定する。
←連絡窓口が有の場合は、左の「有」にチェックを入れ、担当者情報を入力してください。

）

（ ）

みどり町２丁目

みどりマンション〇〇号室

居住区分

■

住宅区分

ＦＡＸ番号 （ 〇〇

千代田区

■ 集合住宅（個別） 築年数

他の補助金
等

への申請

□ 無

２.工事対象住宅の情報

〒 100 － 0013

東京都

■ 有

工事対象
住宅の住所

所有区分

■ 所有 □ 所有予定

建物登記事項証明書の所有者と同じである
ことを確認すること。ただし、賃貸の場合
は実績報告時に建物登記事項証明書を提出
すること。

実績報告時に建物登記事項証明書を提
出すること。

〇〇 @ 〇〇〇〇

〇〇〇 〇〇〇〇 － 〇〇〇〇

□ 親族が所有

１.申請者情報

申請者名 環境　一郎

電話番号 （ 〇〇 ） 〇〇〇〇 E-mail－ 〇〇〇〇

□ 買取再販事業者 交付申請時に商業登記簿等を提出すること。
←工事対象住宅を販売することを前提として申請する買取再販事業者の場合、チェックを入れてください。

年

緊急連絡先
（携帯等）

（ )） 〇〇〇〇 － 〇〇〇〇

中央支店　設計部

□□□ @ □□□□

103 － 0000

東京都 中央区 北４条西４丁目１番地

会社名 株式会社　北海財団 所　属

担当者 北海　花子 E-mail

住　所

〒

□□□□ ＦＡＸ番号 （ □□ ） □□□□ － □□□□電話番号 （ □□ ） □□□□ －

記

交付申請時に親族の住
民票を提出すること。

〇 月 〇 日 月令和 〇 年

４.事業期間

着工予定日 年 〇令和 〇
事業完了
予定日

〇 日

交付申請時に所有者の同意書を提
出すること。

３.補助金交付申請額 117,000  円（税抜)

（

有にチェックされた方へ

補助金を重複して受け取れない場合があるので注意すること

（

居住 □ 居住予定 □

）

申請又は申請予定の
補助金等の名称

〇〇〇〇〇〇（〇〇区）

賃貸 □
買取
再販

親族が居住 □

交付申請時に住民票を提出するこ
と。

実績報告時に住民票を提出するこ
と。

都道府県 市区町村 町名番地

建物名・号室

都道府県 市区町村 町名番地都道府県 市区町村 町名番地都道府県 市区町村 町名番地
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交付申請書（様式第１）（２／２） 集個

申請者の連絡先情報を入力してください。

改修工事をする住宅の住所を、住居表示で入力してください。

総括表の「補助金交付申請額 (E)」が
自動計算で転記されます。

他の補助金への申請が有る場合は、正式名称と申請先を記載してください。

申請日から１カ月半～ 2カ月以降の日
付を入力してください。

完了報告期限前で、工事完了予定日又は支払い完了
予定日のどちらか遅い方を入力してください。

連絡が取れ、問合せ・修正等に対応できる担当者の情報を入力してください。

各区分を選択し
てください。
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暴力団排除に関する誓約事項（別紙 1） 集個

申請書の提出をもって同意したとみなしますので、
内容をよく確認してください。
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総括表（定形様式１） 集個

改修する部屋の面積の合計を直接入力してください。

明細書で算出された補助対象経費が、自動で
転記されます。

の金額のうち 、 建材ごと に、明細書で算
出された補助対象経費と見積書の補助対象経費
を比較してください。低い方が上限額となりま
す。 見積書の補助対象経費の方が低い場合
は、その金額を直接入力してください。

補助対象・対象外経費については、財団
ホームページの「よくあるご質問」を参照
してください。
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明細書（定型様式 2）窓 集個

上記の明細書をもとに、自動計算さ
れます。

行が足りない場合は、行の挿入ではなく、 シートごとコピー
してください。申請に使用しないシートも削除しないでください。

窓番号は、平面図と整合を
とって入力してください。

財団に登録されているメーカー名・製品名を、省略せずに
入力してください。勝手口ドア・テラスドアの場合は、登
録製品名に「勝手口ドア」「テラスドア」の名称があるも
のを使用してください。採風タイプの場合は、登録製品に
「採風」の名称があるものを使用してください。

サッシ寸法を
入力してください。

使用する製品の「ガラスの中空層の厚さ」が、財団の補助対象製品ごと
に設定されている「最小中空層」以上であることを確認してください。
最小中空層を満たさない場合は、補助対象となりません。
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明細書（定型様式 2）玄関ドア 集個

上記の明細書をもとに、自動計算
されます。

断熱性能がわかる記号（ D2、 K3等）
又は熱貫流率を入力してください。

ドア本体の形状やデザインが確認
できる番号を入力してください。

公募要領P9に記載のA～Cのうち
該当する要件を選択してください。

見積書の補助対象経費（製品代及
び工事費）を入力してください。
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